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（漁業センサス） 

審 査 メ モ 

１ 漁業センサスの変更 

  漁業センサス（以下「本調査」という。）について、調査計画のうち、「調査対象の範囲」

「報告を求める者」「報告を求める事項」「報告を求めるために用いる方法」「報告を求め

る期間」及び「集計事項」を、以下のとおり変更することとしている。 

 

（１）調査対象の範囲の変更 

 漁業管理組織調査票を海面漁業地域調査票に統合・再編し、調査対象の範囲から漁業

管理組織（注）を除外する。 

（注） 漁場又は漁業種類を同じくする複数の漁業経営体から成る集まりであり、自主的な漁業資源の管理、漁場の管

理又は漁獲の管理を行っている漁業協同組合の部会・支部をいう。 

 （審査状況） 

    従来、海面漁業地域調査票においては、漁業協同組合を対象とし、漁場環境の変化（漁

業権放棄の状況）、遊漁関係団体との取組状況、都市との交流活動など地域活性化の取組

状況等を調査する一方、漁業管理組織調査票においては、漁業管理組織（漁業協同組合

の部会・支部）を対象とし、参加漁業経営体数、管理対象魚種、漁業管理の内容など資

源管理の取組状況等を調査していた。 

    しかしながら、海面漁業地域調査票で把握している漁業権放棄の状況等については、

都道府県が所有する行政記録情報等で代替可能であること、また、漁業管理組織調査票

で把握している一部項目については、漁業者が作成する資源管理計画（注１）や漁場改善計

画（注２）の記載事項から把握可能であること、さらに、両調査票ともに漁業協同組合を報

告者とするものであることから、行政記録情報等により代替可能な調査事項を削除した

上で、漁業管理組織調査票を海面漁業地域調査票に統合・再編し、調査対象の範囲から

漁業管理組織を除外することとしている。 

    これについては、調査の簡素化・効率化とともに、報告者負担の軽減を図るものであ

ることから、おおむね適当と考えるが、調査票の統合・再編に伴う支障の有無等につい

て確認する必要がある。 

   （注１） 水産物の資源管理・収入安定等を目的に、平成23年度に、国・都道府県が策定する「資源管理指針」に沿って関

係漁業者が「資源管理計画」を作成・実施する資源管理体制が導入された。 

    （注２）養殖における資源管理・収入安定等を目的に、持続的養殖生産確保法（平成11年法律第51号）第４条の規定に基

づき、漁業協同組合等が作成する。 

 （論点） 

１ 今回削除予定の調査事項（漁業権の放棄状況）はどのような経緯で設定され、これ

まで具体的にどのような行政施策等に活用されているのか。 

２ 本調査で把握している漁業権の放棄状況に係る調査事項（放棄面積及び放棄原因）

ついてデータ面における推移はどうなっているか。また、漁業権の放棄状況について、

都道府県は何時から、どのような情報を保有しているか。一部都道府県の保有情報と

本調査の把握内容との差異等を例示しながら、代替可能と判断した理由を具体的に説

明願いたい。 

３ 資源管理計画や漁場改善計画における記載事項と現行漁業管理組織調査票におけ

る調査事項による把握内容との差異等はどのようになっているのか。変更後の海面漁

業地域調査票との相違点は何か。その際、それぞれについて把握時点や定義・範囲等
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に差異があれば説明願いたい。 

４ 調査票の統合・再編により、前回調査と今回調査において全体の調査事項はどのよ

うに整理されるのか（変更前後の調査事項の体系図を示して頂きたい。）。また、今

回変更に伴う利活用上の面でメリット・デメリットは何か。 

５ 前回調査では、海面漁業地域調査票は漁業協同組合（約1,000組合（本部））を、漁

業管理組織調査は漁業管理組織（約1,700組織（組合の部会・支部））をそれぞれ対象

とする一方で、今回調査では両調査票の統合に伴い、漁業協同組合（約950組合（本

部））のみとしている中で、これまで漁業管理組織調査票で把握していた資源管理や

漁場改善の取組状況に係る調査事項について、適切かつ負担なく回答することはでき

るのか。 

 

（２）報告を求める事項の変更 

海面漁業地域調査票（統合・再編後の調査票 ） 

 漁業地区における活動実態を把握する調査事項の追加 

〔海面漁業地域調査票〕 

 ① 過去１年間における漁業協同組合本所・支所が関係する会合・集会等の開催状

況を把握する調査事項を追加する。 

変更案〔追加〕 

  

      

 ② 過去１年間における漁業協同組合本所・支所が関係する活動のうち、当該漁業

地区における活動状況を把握する調査事項を追加する。 

 

変更案〔追加〕 

     

（審査状況） 

     水産基本計画（平成29年４月28日閣議決定）において、水産に関し総合的かつ計画

的に講ずべき施策として、「魚類・貝類養殖業等への企業の参入」や「浜の資源のフ
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ル活用」が掲げられたほか、漁港漁場整備長期計画（平成29年３月28日閣議決定）に

おいて、平成33年度までに、都市漁村交流人口を100万人増加させることとされたとこ

ろである。 

これを踏まえ、その実現に向けた必要な各種施策の検討や政策効果の検証を行う際

の基礎データを得るため、過去１年間において、漁業協同組合（本所・支所）が関係

して行われた会合・集会等の開催状況及び地域活性化のための取組状況について把握

する調査事項を追加することとしている。 

     これらについては、政策ニーズに則したデータの把握を行うものであることから、

おおむね適当と考えるが、利活用の観点からみて、必要かつ十分なものとなっている

か確認する必要がある。 

（論点） 

１ 各調査事項における選択肢は、どのような考えやニーズ等に基づいて設定したも

のか、利活用を含め、改めて具体的に説明願いたい。 

２ 選択肢は、それぞれの活動実態を踏まえ、一定の出現頻度が見込まれるものとな

っているか。 

３ 上記を踏まえ、今回追加する調査事項について、必要かつ十分なものとなってい

るか。 

 

 

海面漁業地域調査票（統合・再編後の調査票）以外の調査票 

 ア 「世帯員すべての人数」の削除 

 〔漁業経営体調査票Ⅰ（個人経営体用）及び内水面漁業経営体調査票Ⅰ（個人経営体用）〕 

世帯員すべての人数を把握する調査事項を削除する。 

 

 現 行  

 
 
 
 
 
 

 

（審査状況） 

   今回調査においては、漁業経営に係る情報の充実を図る一方で、把握する必要性の低下

した本調査事項を削除することとしている。 

   これについては、報告者負担の軽減を図るものであることから、おおむね適当と考える

が、削除に伴う支障等がないか確認する必要がある。 

（論点） 

１ 本調査事項について、データ面での経年変化はどうなっているか。 

２ 今回削除する満14歳以下の世帯員を含めた世帯員全ての人数については、行政施策

等において具体的にどのように利活用されていたのか。また、削除しても支障等は生

じないか。 

 

変更案  

  〔 削 除 〕 
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イ 世帯員の漁業従事状況を把握する調査事項の変更等 

 

（ア）漁業従事者の年齢把握方法の変更〔漁業経営体調査票Ⅰ（個人経営体用）及び内水

面漁業経営体調査票Ⅰ（個人経営体用）〕 

   漁業従事者の年齢について、５歳階級区分から出生年月による把握に変更する。 

 

（イ）「自家漁業の従事日数」を把握する調査項目の追加〔漁業経営体調査票Ⅰ（個人経

営体用）〕 

   新たに陸上作業を含む「自家漁業の従事日数」を把握する調査項目を追加し、その

内訳として従前の「自家漁業の海上作業日数」を把握する形に変更する。 

 

（ウ）経営方針の決定への関わりの有無を把握する調査項目の追加〔漁業経営体調査票Ⅰ

（個人経営体用）及び内水面漁業経営体調査票Ⅰ（個人経営体用）〕 

   経営主以外の世帯員の経営方針の決定への関わりの有無を把握する調査項目を追

加する。 

 

（エ）使用した漁船の大きさを把握する調査項目の削除〔漁業経営体調査票Ⅰ（個人経営

体用）〕 

   海上作業日数が最も多かった漁業種類に使用した漁船の大きさを把握する調査項

目を削除する。 

変更案  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現 行  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

(ア) 

(イ) 
(ウ) 
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現 行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 （ア）漁業従事者の年齢把握方法の変更 

（審査状況） 

    漁業者の減少・高齢化などの水産物の生産体制の脆弱化が水産施策の課題となる中、

経営主や自家漁業就業者等の平均年齢などの実態をより正確に把握するため、これま

での年齢階層区分による把握から、出生年月による把握に変更することとしている。 

 なお、集計はこれまで通り年齢階層区分により表章することとしている。 

    これについては、政策ニーズに則したデータの把握を行うものであり、おおむね適

当と考えるが、新たな把握方法について必要性の観点から、確認する必要がある。 

（論点） 

１ 本調査項目について、データ面での経年変化はどうなっているか。 

２ これまでの年齢階層区分による把握結果は、行政施策等において具体的にどのよ

うに利活用されたのか。また、出生年月による把握によって、具体的にどのような

利活用が見込まれるのか。 

 

（イ）「自家漁業の従事日数」を把握する調査項目の追加 

 （審査状況） 

     漁業においても、長時間労働の是正や計画的な休暇取得など、ワークライフバラン

スの実現可能な労働環境の整備に向けた施策が進められている中で、海上作業のみな

らず、陸上作業も含めた自家漁業全体における労働実態をより的確に把握するため、

追加することとしているものである。 

これについては、政策的なニーズへの対応を図るものであることから、おおむね適

当と考えるが、より正確な記入の確保等の観点から、必要かつ十分なものとなってい

るか確認する必要がある。 

（論点） 

１ これまで把握していた海上作業日数はどのような結果であったか 

(エ) 
(ア) 

(イ) 
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２ 従来の「自家漁業の海上作業日数」の結果は、行政施策等において具体的にどの

ように利活用されたのか。また、今回の新たな追加項目による把握結果は、具体的

にどのような利活用が見込まれるのか。 

３ 「陸上作業」は、具体的にどのように定義されるのか。報告者にとって紛れのな

いものとなっているか。 

４ 今年７月に実施した2018年漁業センサス試行調査（以下「試行調査」という。）

における本調査項目の記入状況はどうか。懸念するようなことはなかったか。 

 

（ウ）経営方針の決定への関わりの有無を把握する調査項目の追加      

  （審査状況） 

   水産業における女性の経営への参画の促進や「担い手」となる新規漁業就業者の支

援・定着を促進する施策を進めている中、漁業の実作業のみでなく、経営主以外の世

帯員の経営への関わりの有無について把握する調査項目を追加することとしている。 

     これについては、政策的ニーズへの対応を図るものであることから、おおむね適当

と考えるが、利活用の観点からみて適切なものとなっているか等について確認する必

要がある。 

（論点） 

１ 本調査項目の結果は、具体的にどのような利活用が見込まれているか。 

２ 本調査項目追加の背景の一つである、女性や新規の漁業就業者の状況について、

本調査結果から、これまでどのような実態が把握されているのか。 

 

（エ）使用した漁船の大きさを把握する調査項目の削除 

  （審査状況） 

     本調査項目は、自家漁業に従事する漁業就業者（世帯員）について、使用した漁船

の大きさを基に、沿岸、沖合・遠洋漁業への従事状況の実態を明らかにするために把

握していたものであるが、必ずしも実態を把握するものとはなっておらず、引き続き

把握する必要性も低下していることから、削除するものである。 

     これについては、報告者負担の軽減を図るものであることから、おおむね適当と考

えるが、削除に伴う支障等がないか確認する必要がある。 

（論点） 

１ 本調査項目について、データ面での経年変化はどうなっているか。 

２ 本調査項目から得られたデータは、行政施策等において具体的にどのように利活

用されていたのか。また、削除しても支障等は生じないか。 

  

  ウ 海上作業に雇った人に関する調査事項の変更 

 〔漁業経営体調査票Ⅰ（個人経営体用）〕 

海上作業に雇った人数を把握する調査事項において、①雇った人の有無を確認する項

目を設ける、②雇った人がいる場合に、日本人雇用者数の内訳から居住地別（同一市町

村、その他の県内、県外の別）に関する項目を削除する。 
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変更案 

  

現 行 

   

（審査状況） 

    本調査事項では、これまで雇った人がいる場合にその人数を記入することとしていた

が、未記入のまま回答された場合に、該当者がいないのか、記入漏れなのか判断が付き

にくいため、あらかじめ雇った人の有無を確認する欄を設けることとしている。 

    これについては、正確な統計の作成に資するものであることから、適当と考える。 

    また、日本人雇用者数の内訳の居住地別（同一市町村、その他の県内、県外の別）に

関する項目については、利活用ニーズが低下し引き続き把握する必要性が乏しいことか

ら、削除することとしている。 

    これについては、報告者負担の軽減を図るものであることから、おおむね適当と考え

るが、削除に伴う支障等がないか確認する必要がある。 
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  （論点） 

１ 本調査項目について、データ面での経年変化はどうなっているのか。 

２ 本調査項目から得られたデータは、行政施策等において、具体的にどのように利活

用されていたのか。また、本調査項目を削除しても支障等は生じないか。 

 

  エ 漁ろう長、船長等の役職者に関する調査事項を追加等 

〔漁業経営体調査票Ⅱ（団体経営体用）〕 

  団体経営体における経営主を始めとする役員、また、漁業に従事した責任のある者

である役職者（漁ろう長、船長、機関長等）について、属性（性別及び出生年月）、

漁業従事日数等の漁業への従事状況を把握する調査事項を追加する。 

  また、海上作業に雇った人がいる場合に、日本人雇用者数の内訳や役職者の従事状

況を把握する調査事項の変更・追加を行う。 

 

変更案〔 追加 〕 

 

          

【関係する調査事項（海上作業に雇った人に関する把握項目）の変更等】 

              変更案〔 変更・追加 〕 
 

          

「ウ」（個人 
経営体）と 
同様の変更 

追加事項 
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（審査状況） 

    １ 団体経営体における漁業労働力の実態を的確に把握するため、漁業経営体調査票

Ⅰ（個人経営体用）における各世帯員の漁業への従事状況等を把握する調査事項を

参考とし、経営主を始めとする役員、海上作業において責任のある者である役職者

（漁ろう長、船長、機関長など）について、属性（性別・出生年月）のほか、海上

従事日数、海上作業日数が多かった漁業種類など漁業への従事状況を把握する調査

事項を追加することとしている。また、海上作業に雇った日本人の役職者の属性や

従事状況を把握する調査事項を追加することとしている。 

      これについては、報告者負担にも配慮しつつ、政策ニーズなど利活用等との関係

からみて、必要かつ適切なものとなっているか確認する必要がある。 

    ２ また、前記「ウ」の漁業経営体調査票Ⅰ（個人経営体用）に関する調査事項と同

様に、海上作業に雇った人の有無を確認する欄を設けるとともに、日本人雇用者数

の内訳の居住地別に関する項目の削除・変更を行っている。 

      これについては、正確な統計の作成に資するとともに、報告者負担の軽減を図る

ものであることから、おおむね適当と考えるが、削除に伴う支障等がないか確認す

る必要がある。 

 

 （論点） 

１ 個人経営体において各世帯員の漁業への従事状況等を把握していた中、団体経

営体ではこれまで把握していなかった理由は何か。また、今回、役員や役職者に

限定して、属性や漁業への従事状況等を把握する理由は何か。 

２ 本調査事項から得られるデータは、行政施策等において具体的にどのような利

活用が見込まれるのか。（従事した漁業種類の海上作業日数上位３位までの情報

を把握することによって、行政施策等への利用面においてどのような利活用が見

込まれ、また、得られる情報において有用性を有するのか。）  

 また、調査項目の削除による支障等は生じないか。 

 

  オ 漁業の操業状況や経営状況を把握する調査事項の変更 

    「水産基本計画」（平成29年４月28日閣議決定）や「未来投資戦略2017」及び「経済

財政運営と改革の基本方針2017」（いずれも平成29年６月９日閣議決定）において、数

量管理等による資源管理の充実や漁業の成長産業化等を強力に推進することとされてい

るところである。 

    これを受け、限られた資源や漁場の効率的な利用、漁業経営の安定化を図る観点から、

これまで以上に複数の漁業種類を組み合わせた経営を行うなどの工夫が必要となる中、

漁業経営体がどのような操業状況を選択しているのか、どのような漁業種類の組み合わ

せにより漁獲・収獲した魚種を販売しているか、その実態をより詳細に把握するため、

調査事項において以下の変更を行う。 

 

（ア）世帯員の漁業従事者に関する事項 

  「自家漁業の海上作業日数が多かった漁業種類」を把握する調査項目の変更〔漁業経

営体調査票Ⅰ（個人経営体用）〕 

   自家漁業の海上作業日数に係る漁業種類について、従前の最も多かった種類から上

位３位までの種類を把握する形に変更する。 
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変更案  

 
 

現 行 

 

（審査状況） 

複数の漁業種類に従事している者の漁業種類の組合せ状況を詳細に明らかにし、漁業経

営における漁業種類の組合せやその変化が、漁業従事者の従事状況にどのように影響する

のか等について把握する調査項目を追加することとしている。 

これについては、政策的ニーズへの対応を図るものであることから、おおむね適当と考

えるが、利活用の観点からみて適切なものとなっているか等について確認する必要がある。 

（論点） 

１ 本調査項目について、データ面での経年変化はどうなっているか。 

２ 従来の自家漁業の海上作業日数が多かった漁業種類の結果は、行政施策等において

具体的にどのように利活用されたのか。また、今回の新たな追加項目よる把握結果は、

具体的にどのような利活用が見込まれるのか。（上位３位までの情報を把握すること

によって、行政施策等への利用面においてどのような利活用が見込まれ、また、得ら

れる情報において有用性を有するのか。） 

 

 （イ）動力漁船に関する調査事項 

① 「出漁数日数が多かった漁業種類」を把握する調査項目の追加〔漁業経営体調査票

Ⅰ（個人経営体用）及び漁業経営体調査票Ⅱ（団体経営体用）〕 

   出漁数日数が多かった漁業種類について、新たに上位３位までの種類を把握する形

に変更する。 
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② 「販売金額が多かった漁業種類」を把握する調査項目の変更〔漁業経営体調査票Ⅰ

（個人経営体用）及び漁業経営体調査票Ⅱ（団体経営体用）〕 

   販売金額が多かった漁業種類について、従前の最も多かった種類から上位３位まで

の種類を把握する形に変更する。 

 

変更案  

   

 

 現 行  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 「出漁数日数が多かった漁業種類」を把握する調査項目の追加 

（審査状況） 

複数の漁業種類を組み合わせて行う場合には、漁業種類により操業のための装備が異

なるため、装備変更のためのドック入りが必要となる場合や、資源管理措置などによる

操業規制もあることから、動力漁船の漁業種類ごとの出漁日数も変化していくことを踏

まえ、新たに出漁日数の１位から３位までの漁業種類を把握することとしている。 

これについては、政策的ニーズへの対応を図るものであることから、おおむね適当と

考えるが、利活用の観点からみて適切なものとなっているか等について確認する必要が

ある。 

 

② ①  

② 
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（論点） 

把握内容を上位３位までとした理由は何か。今回の新たな追加項目よる把握結果は、

具体的にどのような利活用が見込まれるのか。（上位３位までの情報を把握することに

よって、行政施策等への利用面においてどのような利活用が見込まれ、また、得られる

情報において有用性を有するのか。） 

 

② 「販売金額が多かった漁業種類」を把握する調査項目の変更 

（審査状況） 

複数の漁業種類を組み合わせて行う場合には、漁業種類により操業のための装備が異な

るといった面もあり、安定的な経営を行う上では、少ない投資で、より多くの収入を得る

必要があるため、販売金額の上位１位に加え、２位及び３位の漁業種類を把握することと

している。 

これについては、政策的ニーズへの対応を図るものであることから、おおむね適当と

考えるが、利活用の観点からみて適切なものとなっているか等について確認する必要が

ある。 

（論点） 

１ 販売金額が多かった漁業種類について、データ面での経年変化はどうなっている

か。 

２ 従来の調査結果は、行政施策等において具体的にどのように利活用されたのか。ま

た、今回の新たな追加項目よる把握結果は、具体的にどのような利活用が見込まれる

のか。（上位３位までの情報を把握することによって、行政施策等への利用面におい

てどのような利活用が見込まれ、また、得られる情報において有用性を有するのか。） 
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（ウ）販売金額の多かった漁業種類別・魚種別状況に関する調査事項の変更等 

〔漁業経営体調査票Ⅰ（個人経営体用）及び漁業経営体調査票Ⅱ（団体経営体用）〕 

過去１年間で販売金額の多かった漁業種類を把握する調査項目について、これまで上位

２位までの漁業種類を把握していたところ、上位３位まで把握するよう変更する。 

また、新たに過去１年間で販売金額が多かった魚種について、上位３位まで把握する調

査項目を追加する。 

 

 変更案  

 

 

 現 行  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（審査状況） 

   ① 販売金額の大きい漁業種類の把握 

継続的に漁業経営を行っていくためには、限られた資源や漁場を効率的に利用する

とともに、漁業経営体の経営を安定させるため、複数の漁業種類を組み合わせて営む

など、漁業経営にはこれまで以上の工夫が必要となっていることを踏まえ、上位２位
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までから上位３位までの漁業種類を把握することとしている。 

② 販売金額の大きい魚種の把握 

資源管理の重要性がますます高まる中、特定の資源の経営体の経営に与える影響等

について把握するため、新たに販売金額上位の１位から３位まで魚種を把握すること

としている。 

     

これらについては、政策ニーズに則したデータの把握を行うものであることから、お   

おむね適当と考えるが、利活用の観点から、必要かつ十分なものとなっているか確認す

る必要がある。 

 

（論点） 

１ 販売金額の大きい漁業種類に係る調査項目について、データ面の経年変化はどうな

っているか。また、調査結果は、行政施策等において具体的にどのように利活用され

たのか。 

２ 把握する漁業種類及び魚種の範囲を上位３位までとした理由は何か。今回の新たな

追加項目よる把握結果は、具体的にどのような利活用が見込まれるのか。（上位３位

までの情報を把握することによって、行政施策等への利用面においてどのような利活

用が見込まれ、また、得られる情報において有用性を有するのか。） 

 

カ 海面養殖の種類に関する選択肢区分の変更等 

（ア）海面養殖における漁業種類の選択肢区分の追加・変更 〔漁業経営体調査票Ⅰ（個

人経営体用）及び漁業経営体調査票Ⅱ（団体経営体用）〕 

   過去１年間に海面漁業で営んだ漁業種類を把握する調査事項において、海面養殖

の種類の選択肢として「とらふぐ養殖」を追加するとともに、「まぐろ類養殖」を

「くろまぐろ養殖」に変更する。 

  また、これに伴い、養殖場の施設面積及び使用面積を把握する調査事項において、

「魚類養殖の合計」の内訳として「うち、とらふぐ」を、さらに、その内訳として「う

ち、陸上水槽」を追加する。 

  

 ＜営んだ漁業種類のうち海面養殖＞ 

変更案 
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現 行 

 

 

＜養殖場の施設面積＞ 

変更案〔追加〕 

           

 

（イ）湖沼漁業で漁獲した魚種の選択肢区分の削除〔内水面漁業経営体調査票Ⅰ（個人

経営体用）及び内水面漁業経営体調査票Ⅱ（団体経営体用）〕 

   過去１年間に湖沼漁業で漁獲（湖沼養殖の収獲物を含む。）した魚種を把握する

調査事項において、選択肢「あみ類」を削除する。 

 

現 行                     変更案 

     

〔選択肢「あみ類〕の削除〕 

「うち、くろまぐろ」は、
「海面養殖」で「まぐろ
類養殖」から「くろまぐ
ろ養殖」に変更すること
に伴う変更 
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（ウ）内水面養殖業における養殖種類の選択肢区分の変更〔内水面漁業経営体調査票Ⅰ

（個人経営体用）及び内水面漁業経営体調査票Ⅱ（団体経営体用）〕 

過去１年間に内水面養殖業で養殖した種類を把握する調査事項において、選択肢

「きんぎょ」を「その他」に変更する。 

 

変更案 

       
  

現 行 

 

 

  （ア）海面養殖の種類の選択肢区分の追加・変更 

   （審査状況） 

     「とらふぐ養殖」については、選択肢として設けている他の海面養殖の種類と比べ

ても一定の収獲量（平成27年の収獲量は4,012トン。参考：「ひらめ養殖」の平成27年

の収獲量は2,545トン）があること、また、陸上施設での養殖も行われており、漁業

共済の対象に追加する検討も行われていることから、その生産構造の実態を明らかに

するため、選択肢「その他の魚類養殖」に含まれる「とらふぐ養殖」を新たに選択肢

として追加することとしている。 
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     また、国内で養殖されているまぐろ類は、「くろまぐろ」のみであることから、選択

肢「まぐろ類養殖」を「くろまぐろ養殖」に変更する。 

     これらについては、政策ニーズに則したデータの把握を行うとともに、海面養殖の

実態を踏まえた対応を図るものであり、おおむね適当と考えるが、利活用等の観点か

らみて適切なものとなっているか、確認する必要がある。 

 

    （論点） 

１ 「とらふぐ養殖」を含め、選択肢として設けている海面養殖の種類別の収獲量

について、データ面での経年変化はどうなっているか。 

２ 本調査事項から得られたデータは、行政施策等において具体的にどのように利

活用されているのか。また、利活用の面からみて、選択肢の設定は適切なものと

なっているか。 

 

（イ）湖沼漁業で漁獲した魚種の選択肢区分の削除 

   （審査状況） 

「あみ類」については、販売金額を１位とする経営体はなく、また、漁獲する経営

体も減少していることから、選択肢からを削除し、「その他の水産動物類」に統合す

ることとしている。 

     これについては、漁獲の実態を踏まえたものであることから、おおむね適当と考え

るが、統合に伴う支障等がないか確認する必要がある。 

 

   （論点） 

１ 選択肢として設けている魚種別の漁獲量について、データ面での経年変化はど

うなっているか。 

２ 本調査事項から得られたデータは、行政施策等において具体的にどのように利

活用されているのか。また、当該選択肢を削除しても支障等は生じないか。 

 

（ウ）内水面養殖業における養殖種類の選択肢区分の変更 

      （審査状況） 

本調査事項については、観賞用の養殖種類としては「錦ごい」と「きんぎょ」の２

種が大宗を占めていたため、当該２種類のみを選択肢として設けていた。 

しかしながら、次第に、上記２種以外の種類（例：ミドリガメ）の取扱いが増えて

きたため、便宜的に「きんぎょ」に含めて回答することとしていたところであるが、

報告者が回答するに当たって紛れが生じないよう、選択肢の「きんぎょ」を「その他」

に変更することとしている。 

     これについては、報告者が記入に当たって紛れが生じないようにするものであり、

正確な統計の作成に資するものでもあることから、おおむね適当と考えるが、利活用

等の観点から、選択肢の変更による支障等がないか確認する必要がある。 

   （論点） 

１ 本調査事項について、データ面での経年変化はどうなっているか。 

２ 本調査事項から得られたデータは、行政施策等において具体的にどのように利

活用されているのか。また、当該選択肢を変更しても支障等は生じないか。「き

んぎょ」を残した上で、「その他」の選択肢を追加する必要はないのか。 
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キ 漁獲物・収獲物等の販売金額を把握する調査事項の変更 

 〔漁業経営体調査票Ⅰ（個人経営体用）、漁業経営体調査票Ⅱ（団体経営体用）及

び冷凍・冷蔵、水産加工場調査票〕 

過去１年間の漁獲物・収獲物の販売金額（冷凍・冷蔵、水産加工場調査票は水産

加工品の販売金額）を把握する調査事項において、販売金額が10億円以上の場合に

実額を記入する欄を追加する。 

 変更案 〔追加〕 

 

 

 
〔内水面漁業経営体調査票Ⅰ（個人経営体用）及び内水面漁業経営体調査票Ⅱ（団
体経営体用）〕 

① 過去１年間の漁獲物（湖沼養殖の収獲物を含む。）の販売金額を把握する調

査事項において、販売金額階層の「1,000～2,000万円未満」「2,000～5,000

万円未満」「5,000万～１億円未満」「１億円以上」を「1,000万円以上」に統

合・変更するとともに、「1,000万円以上」の場合に実額を記入する欄を追加

する。 

② 過去１年間の養殖業の収獲物の販売金額を把握する調査事項において、販売

金額が「１億円以上」の場合に実額を記入する欄を追加する。 

 

＜湖沼漁業＞ 

変更案  

   

 

現 行  
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＜養殖業＞ 

                 変更案〔追加〕 

   

（審査状況） 

    本調査事項については、漁業経営の実態のより的確な把握の観点から、これまでの販

売金額階層による表章に加え、平均金額による表章を行うため、報告者負担等にも配慮

し、これまでどおり、販売金額階層から選択記入する方式を基本としつつ、販売金額が

最上位階層に該当する場合には実額を把握することとしている。 

また、内水面漁業経営体調査票における販売金額階層については、前回調査結果にお

いて、販売金額1,000万円以上の経営体の割合が7.2％となっていることから、「1,000

～2,000万円未満」「2,000～5,000万円未満」「5,000万～１億円未満」「１億円以上」

の各階層を「1,000万円以上」に統合・変更することとしている。 

    これらについては、政策ニーズに則したデータの把握を行うものであるが、報告者負

担及び利活用等の観点から、必要かつ適切なものとなっているか確認する必要がある。 

 

（論点） 

１ 本調査事項について、データ面での経年変化はどうなっているか。また、得られた

データは、行政施策等において具体的にどのように利活用されているか。 

２ 今回の変更により、新たに平均金額による表章を行うこととしているが、具体的に

どのようにして平均金額を算出するのか。また、それにより得られた結果は具体的に

どのような利活用が見込まれるのか。 

３ 「試行調査」における本調査事項の記入状況（未記入率）はどのようになっている

か。その調査結果についてどのように評価しているか。 

４ 上記を踏まえ、今回変更内容は、調査結果の正確性の確保及び報告者負担の観点か

ら、必要かつ適切なものとなっているか。 

 

  ク 漁獲物・収獲物の出荷先の選択肢区分の変更 

〔漁業経営体調査票Ⅰ（個人経営体用）及び漁業経営体調査票Ⅱ（団体経営体用〕 

  過去１年間の漁獲物・収獲物の出荷先を把握する調査事項において、①出荷先の選

択肢のうち、「小売業者」「生協」を「小売業者・生協」に統合し、②「直売所」「自

家販売」を「消費者に直接販売」に区分し、その内訳として「自営の水産物直売所」

「その他の水産物直売所」「他の方法」に細分化するほか、③「外食産業」の選択肢

を追加する。 
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変更案 

   

 

現 行  

 

（審査状況） 

    本調査事項における出荷先の選択肢区分について、漁業経営体による直接販売の状況

をより詳細に把握するとともに、農林水産省が別途実施している６次産業化総合調査（一

般統計調査）の母集団情報として活用するために変更するものであり、おおむね適当と

考えるが、利活用等の観点からみて、適切なものとなっているか確認する必要がある。 

 

（論点） 

１ 本調査事項について、データ面での経年変化はどのようになっているか。 

２ 本調査事項から得られたデータは、行政施策等において具体的にどのように利活用

されているか。 

３ 上記を踏まえ、今回の選択肢区分の変更は適切なものとなっているか。 
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  ケ 漁業以外の事業状況を把握する調査事項の変更 

 〔漁業経営体調査票Ⅰ（個人経営体用）〕 

  過去１年間に行った漁業以外の事業の種類を把握する調査項目において、「漁家

レストラン」「農業」「小売業」の選択肢区分を追加するとともに、遊漁船業を営

んでいる場合の過去１年間の延べ利用者数を把握する調査項目を削除する。 

 

変更案 

        

 

現 行  

          

（審査状況） 

    継続的な漁業経営のためには、限られた資源や漁場を効率的に利用するとともに、漁

業経営体の経営を安定させる必要があり、６次産業化を含めた多角経営の実態をより詳

細かつ適切に把握するため、過去１年間に漁業以外に行っている事業の種類を把握する

調査項目において、選択肢区分として、「漁家レストラン」「農業」及び「小売業」を追

加することとしている。 

    また、これまで民宿及び遊漁船業を営んでいる場合にあっては、過去１年間の延べ利

用者数を把握していたところ、このうち、遊漁船業の延べ利用者数について、他の調査

項目の追加等も踏まえ、報告者負担の軽減の観点から、削除することとしている。 

    これらについては、政策ニーズに則したデータの把握等を行うものであり、おおむね

適当と考えるが、追加した選択肢の妥当性、調査項目の削除に伴う支障等がないか確認

する必要がある。 

 

（論点） 

〔選択肢の追加〕 

１ 本調査項目について、データ面での経年変化はどうなっているか。 

２ 本調査項目から得られたデータは、行政施策等において具体的にどのように利活用

されているのか。また、今回の選択肢の追加により得られるデータは、どのような利

活用が見込まれるのか。 



 

22 

３ これまで選択肢「その他」に含めていた「漁家レストラン」「農業」「小売業」を個

別の選択肢として追加することとした理由は何か。 

〔調査項目の削除〕 

１ 本調査項目について、データ面での経年変化はどうなっているか。 

２ 本調査項目から得られたデータは、行政施策等において、具体的にどのように利活

用されていたのか。また、本調査項目を削除しても支障等は生じないか。 

 

コ 法人番号の追加 

〔漁業経営体調査票Ⅱ（団体経営体用）、内水面漁業経営体調査票Ⅱ（団体経営体

用）、魚市場調査票、冷凍・冷蔵、水産加工場調査票〕 

  漁業経営体調査票Ⅱ（団体経営体用）、内水面漁業経営体調査票Ⅱ（団体経営体

用）、魚市場調査票及び冷凍・冷蔵、水産加工場調査票において、法人番号の回答

欄を追加する。 

 

＜例：漁業経営体調査票Ⅱ（団体経営体用）＞ 

  

（審査状況） 

「統計改革の基本方針」（平成28年12月21日・経済財政諮問会議）において、政府統計の

精度向上に資する観点から、各府省が実施する事業所・企業を対象とする統計調査におい

て法人番号の欄を追加し、事業所母集団データベースへの法人番号の登録に協力すること

が求められているところである。 

また、法人番号については、産業関連統計の体系的整備等に関する検討会議検討結果報

告書（平成 29年３月 23日）において、「総務省（統計局）及び関係府省は、（略）平成 29

年度以降に企画する統計調査から順次法人番号の把握を開始」することとされている。 

     今回の追加は、これらの動きに対応するものであり、適当と考える。 

なお、農林水産省は、今後、法人番号を活用した集計や結果分析等について検討を行い、

提供情報の充実化等に努めていくこととしている。 

 

サ 常時従業者数の内訳として雇用者数を把握 

〔漁業経営体調査票Ⅱ（団体経営体用）、冷凍・冷蔵、水産加工場調査票〕 

  他統計との比較可能性を図るため、常時従業者の内訳として、雇用者の数を把握

する調査項目を追加するとともに、常時従業者の定義を変更する。 
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変更案 

     

 

現 行 

   

（審査状況） 

     本調査事項において、「常時従業者」の定義を「統計調査における労働者の区分等

に関するガイドライン」（平成27年５月各府省統計主管課長等会議申合せ）に対応し

たものとするとともに、従業者の実態をより的確に把握するため、「常時従業者」の

内訳として「雇用者」の数を把握するよう変更することとしている。 

     これについては、政府方針に沿ったものであり、他の統計との比較可能性の向上を

図るものであることから、適当と考える。 

 

 

 

 

＜例：冷凍・冷蔵、水産加工場調査票＞ 
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   シ 漁業以外の仕事の状況を把握する調査事項の削除 

〔内水面漁業経営体調査票Ⅰ（個人経営体用）〕 

  内水面漁業経営体が過去１年間に行った漁業以外の仕事（「自営業」「勤め」の

別）及び民宿を営んでいる場合の延べ利用者数を把握する調査事項を削除する。 

  

 

           

（審査状況） 

内水面漁業経営体（個人経営体）が過去１年間に行った漁業以外の仕事（「自営業」

「勤め」の別）を把握する調査事項について、これまでの利活用状況を踏まえ、削除

することとしている。 

また、民宿の延べ利用者数を把握する調査事項については、民宿を営む内水面漁業

の個人経営体は少なくなっており、結果表章上、大部分について秘匿措置を講ずる必

要が生じている状況にあることから、削除することとしている。 

     これらについては、報告者負担の軽減を図るものであることから、おおむね適当と

考えるが、削除に伴う支障等がないか確認する必要がある。 

 

（論点） 

１ 本調査事項について、データ面での経年変化はどのようになっているか。 

２ 内水面漁業経営体（個人経営体）のうち、民宿を営んでいる経営体の数は、ど

のように推移しているか。 

３ 本調査事項から得られたデータは、行政施策等において具体的にどのように利

活用されていたのか。また、本調査事項を削除しても支障等は生じないか。 

 

   ス 前回報告値欄（プレプリント）の追加 

〔内水面漁業地域調査票〕 

  過去１年間に漁業協同組合が放流した魚貝類の数量等を把握する調査事項につ

いて、前回調査における報告値をプレプリントした欄を追加する。 

  

 

 

 

 

 

変更案 

〔削除〕 

 

現 行 
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変更案〔追加〕 

      

   （審査状況） 

     内水面漁業地域調査票のうち、過去１年間に漁業協同組合が放流した魚貝類の数量

や発行した遊漁承認証の枚数等を把握する調査事項において、参考値として、前回調

査での当該報告者からの報告値をプレプリントした欄を追加することとしている。 

これについては、前回報告値を参考として示すことにより、報告者が今回回答する

際の紛れをなくし、報告者負担の軽減を図るものであることから、おおむね適当と考

えるが、調査結果の正確性の確保及び報告者負担の軽減の観点からみて、必要かつ十

分なものとなっているか確認する必要がある。 

 

（論点） 

１ 前回報告値欄を追加することとした具体的な背景事情は何か。 

２ 前回報告値欄を追加する調査事項と追加しない調査事項の差異は何か。また、

内水面漁業地域調査票においてのみ追加する理由は何か。次回調査以降、その拡

充等を図る余地はないか。 

 

セ 魚市場所属の水産物買受人等に関する調査事項の変更 

〔魚市場調査票〕 

①  魚市場に所属する水産物卸売業者数及び水産物買受人数を把握する調査事項

において、水産物買受人数について、「産地出荷業者」「加工業者」及び「そ

の他」の別に人数を把握するよう変更する。  

 

変更案 
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現 行 

       

② 魚市場における過去１年間の取扱高を把握する調査事項のうち、取扱金額につ

いて、取扱数量と同様に、総額の内訳として「水揚量」及び「搬入量」に相当す

る取扱金額を把握する。 

変更案 

    

現 行 

       

（審査状況） 

     市場の統廃合や買受人の拡大を含む流通機構の改革に向けた検討を行うための基礎

データとして、流通機構の構造をより的確に把握するため、①水産物買受人数の内訳

把握、②魚市場における水揚量や搬入量に相当する取扱金額を把握するよう変更する

こととしている。 

     これらについては、政策ニーズに則したデータの把握を行うものであることから、

おおむね適当と考えるが、利活用の観点からみて、十分かつ適切なものとなっている

か確認する必要がある。 
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（論点） 

１ 本調査事項について、データ面での経年変化はどのようになっているか。 

２ 本調査事項から得られたデータは、行政施策等において具体的にどのように活用

されているのか。今回の変更により得られる結果については、行政施策等にどのよ

うに利活用される見込みなのか。 

３ 上記を踏まえ、今回の変更内容は十分かつ適切なものとなっているか。 

 

   ソ 水産加工場生産の水産加工品の種類区分の変更 

〔冷凍・冷蔵、水産加工場調査票〕 

過去１年に水産加工場で生産された水産加工品の生産量を把握する調査事項のう

ち、「その他の食用加工品」において、①塩辛類の「その他」の部分の削除、②「調

味加工品」における「水産物つくだ煮類」及び「乾燥・焙焼・揚げ加工品」の「その

他」の削除、③「調味加工品」における「その他の調味加工品」及び「その他」の統

合を行う。 

また、「生鮮冷凍水産物」において、「冷凍たい類」及び「冷凍かき類」を追加す

る。 

変更案 

      

 

現 行 

          



 

28 

（審査状況） 

     過去１年に水産加工場で生産された水産加工品のうち、「その他の食用加工品」の

の種類区分の一部について削除・統合することとしている。 

     これについては、報告者負担の軽減を図るものであることから、おおむね適当と考

えるが、削除・統合に伴う支障等がないか確認する必要がある。 

     また、水産加工業施設改良資金融通臨時措置法（昭和52年法律第93号）に基づく融

資の対象魚種として「たい」及び「かき」が指定されており、同法改正時の対象魚種

見直しの際の基礎資料を得るため、その加工品の生産動向を把握する必要があること

から、「生鮮冷凍水産物」の種類区分として「「冷凍たい類」及び「冷凍かき類」追

加することとしている。 

     これについては、政策ニーズに則したデータの把握を行うものであり、おおむね適

当と考えるが、これまでの調査結果及び利活用等の観点からみて、適切な種類区分の

設定となっているか確認する必要がある。 

 

（論点） 

１ 本調査事項について、データ面での経年変化はどのようになっているか。 

２ 本調査事項の結果は、行政施策等において具体的にどのように利活用されてい

るのか。これまでの調査結果及び利活用の状況等を踏まえ、「その他の食用加工

品」の種類区分の一部について削除・統合しても支障等は生じないか。また、今

回、削除・統合する種類区分以外に見直しが必要なものはないか。 

３ 今回追加する種類区分（「冷凍たい類」及び「冷凍かき類」）の結果について

は、行政施策等において具体的にどのような利活用が見込まれるのか。 

 

   タ 水産加工品の出荷先を把握する調査事項の追加 

〔冷凍・冷蔵、水産加工場調査票〕 

  水産加工場における過去１年間の水産加工品の出荷先を把握する調査事項を追

加する。 

 

変更案〔追加〕 

       

（審査状況） 

     本調査事項は、水産加工品の輸出対策及び流通施策の取組の促進に資するため、水

産加工品の輸出を含む流通先の実態をより的確に把握することを目的として、追加す

ることとしているものである。 

これについては、政策ニーズへの対応を図るものであることから、おおむね適当と

考えるが、より正確な記入の確保等の観点から、必要かつ十分なものとなっているか
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確認する必要がある。 

  

（論点） 

１ 本調査事項から得られるデータは、行政施策等において具体的にどのような利

活用が見込まれるのか。 

２ 国内向けの出荷先の選択肢については、流通の実態に即したものであるととも

に、報告者にとって紛れが生じないよう、適切な設定となっているか。 

 

   チ ＨＡＣＣＰ手法の導入状況を把握する調査事項の削除 

 〔冷凍・冷蔵、水産加工場調査票〕 

  水産加工場におけるＨＡＣＣＰ手法の導入の有無及び導入理由を把握する調査

事項を削除する。 

 

 現 行                       変更案 

 

                    

（審査状況） 

     本調査事項は、水産加工場（水産食料品製造業者の一部）を対象とし、水産物の輸

出に際して相手国から求められるＨＡＣＣＰ手法の導入の有無に係る現状把握ととも

に、施策の効果検証に活用されてきた。 

しかしながら、本調査結果における過去３回のＨＡＣＣＰ手法の導入割合は約10％

で推移しておりある程度傾向が把握できたことや、農林水産省が毎年実施している「食

品製造業におけるＨＡＣＣＰの導入状況実態調査」（一般統計調査。以下「ＨＡＣＣ

Ｐ導入状況調査」という。）において、水産加工場（水産食料品製造業者の一部）を

含め食品製造業者を広く対象とし、本調査で把握している導入の有無等に限らず、導

入しているＨＡＣＣＰの種類や導入の効果、導入できない理由等、より詳細な内容を

把握していることから、本調査事項を削除する。 

     これについては、報告者負担の軽減を図るものであることから、おおむね適当と考

 〔削除〕 
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えるが、削除することに伴う支障の有無等について確認する必要がある。 

 

（論点） 

１ ＨＡＣＣＰ導入状況調査は、どのような調査か（調査の概要等）。 

２ 本調査事項及びＨＡＣＣＰ導入状況調査から、それぞれからどのような調査結

果が得られているか。 

３ 本調査事項とＨＡＣＣＰ導入状況調査における水産食料品製造業者（水産加工

場を含む。）の結果との間において、ＨＡＣＣＰ導入の有無に係るデータの動向

に差異はみられるか。差異が生じている場合、その理由は合理的な理由によるも

のか。 

４ 本調査事項及びＨＡＣＣＰ導入状況調査から得られたデータは、それぞれ行政

施策等において具体的にどのように利活用されていたのか。 

５ 本調査事項及びＨＡＣＣＰ導入状況調査のこれまでの調査結果並びに当該調査

結果の利活用の状況等を踏まえ、本調査事項を削除しても支障等は生じないか。 

 

（３）報告を求めるために用いる方法の変更等 

  ア オンライン調査の全面導入 

 ４種類の調査票（海面漁業地域調査票、内水面漁業経営体調査票（一部地域）、内水面

漁業地域調査票及び魚市場調査票）において、従来の調査員調査に代えて、郵送調査を導

入する。 

また、従来の魚市場調査票及び冷凍・冷蔵、水産加工場調査票に加え、全ての調査票に

おいて、他の調査方法と併用し、オンライン調査を導入する。 

 
表 各調査票における調査方法 

調査票名 2013年調査 2018年調査 

漁業経営体調査票 配布：調査員 

回収：調査員 

配布：調査員 

回収：調査員又はオンライン（政府統計共同

利用システム） 

海面漁業地域調査票 配布：郵送 

回収：郵送又はオンライン（電子メール） 

内水面漁業経営体調査票 配布：調査員又は郵送 

回収：調査員、郵送、オンライン（政府統計

共同利用システム）又は職員 

内水面漁業地域調査票 配布：郵送 

回収：郵送又はオンライン（電子メール） 

魚市場調査票 配布：調査員 

回収：調査員又はオンラ

イン（政府共同利用シ

ステム） 

配布：郵送 

回収：郵送又はオンライン（電子メール） 

冷凍・冷蔵、水産加工場調査票 配布：調査員 

回収：調査員又はオンライン（政府統計共同

利用システム） 
 

（審査状況） 

前々回の 2008 年調査（以下「前々回調査」という。）から、一部の調査票（魚市場調

査票及び冷凍・冷蔵、水産加工場調査票）において政府統計共同利用システムを利用し

たオンライン調査を実施してきたが、「公的統計の整備に関する基本的な計画」（平成 26

年３月 25日閣議決定）においてオンライン調査の推進が求められていることなどを踏ま

え、今回調査からは、全ての調査票についてオンライン調査（政府統計共同使用システ

ム又は電子メール）（注）を導入することとしている。 
（注）漁業協同組合を対象とする「海面漁業地域調査票」、「内水面漁業地域調査票」及び「魚市場調査票」
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については電子メール、漁業経営体や水産加工業、冷凍・冷蔵施設を営む事業所を対象とする「漁業

経営体調査票」、「内水面漁業経営体調査票」及び「冷凍・冷蔵、水産加工場調査票」については政府

統計共同利用システムによることとしている。 

また、漁業協同組合を報告者とする海面漁業地域調査票、内水面漁業地域調査票及び

魚市場調査票については、従来の調査員調査を廃止し、郵送調査（オンライン回答でき

ない場合は郵送で回収）に変更することとしている。 

さらに、内水面漁業経営体調査票については、引き続き、調査員調査（オンライン回

答も可）を原則としつつ、調査対象となる内水面漁業経営体が少ない地域では、調査員

調査から郵送調査（オンライン回答も可）に変更し、郵送又はオンラインで回収できな

かった報告者については、地方農政局等の職員が回収することとしている。 

これらについては、報告者の利便性の向上及び調査の効率的な実施等の観点から、お

おむね適当と考えるが、今回の変更により実施する際に留意すべき点などについて確認

する必要がある。 

   

 （論点） 

１ 前回及び前々回調査における各調査票の回収率及びオンライン回答率はどうだっ

たか。その結果について、どのように評価しているか。 

  また、最終的に回答が得られなかった者はどの程度いるか、また、これらの報告者

について、集計時にどのような対処を行っているか。 

２ 各調査票における調査方法の設定の考え方は何か。 

３ 今回調査でのオンライン調査の全面導入に伴い、漁業協同組合を報告者とする海面

漁業地域調査票、内水面漁業地域調査票及び魚市場調査票は、電子メールによる一方、

その他の調査票については、政府統計共同利用システムによることとしているが、そ

の理由は何か。 

４ 試行調査において、海面漁業地域調査票、内水面漁業経営体調査、内水面漁業地域

調査票及び魚市場調査票について、今回の変更内容と同様に、郵送又はオンライン（電

子メール。内水面漁業経営体調査については未実施）により実施しているが、その回

答状況はどうだったか。今回調査の実施に向けた問題点や改善点はなかったか（特に、

郵送調査の導入に伴う、記入不備による調査実施機関の審査事務の負担増など）。 

５ 試行調査結果も踏まえ、今回調査の実施に当たって見直し・改善を図った点はある

か。また、今回の変更により、地方事務の負担軽減、調査の円滑化等の観点から、ど

のような効果が見込まれると考えているか。また、スマートフォンやタブレット等に

よるオンライン回答についてはどのように考えているか。 

 

イ 行政記録情報等の活用 

 前回調査から漁船登録データの活用により、統計調査員の客体名簿補正の事務負担軽減

に取り組んできたところであり、今回調査においては、新たに、事業所母集団データベー

スの情報や大臣許可・知事許可漁業の名簿情報等の活用により、統計調査員の事務負担の

更なる軽減化を図る。 

（審査状況） 

   これについては、「公的統計の整備に関する基本的な計画」（平成 26年３月 25日閣議決

定）において、行政記録情報等の活用を推進することとされていること、また、統計調査

員の事務負担の更なる軽減化を図るものであることから、適当と考える。 
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（４）報告を求める期間の変更 

流通加工調査（魚市場調査票、冷凍・冷蔵、水産加工場調査票）の調査票の配布時期に

ついて、「平成25年12月15日」から「平成31年１月10日」に変更する。 

（審査状況） 

流通加工調査の報告を求める期間について、従前は海面漁業調査及び内水面漁業調査と

同様、調査票を「10月 15 日」に配布し、「11月 20日」までに回収することとしていたが、

前回の 2013 年調査から「12月 15日」に配布し、翌年「１月 31日」までに回収するよう

変更ところである。 

しかしながら、年末に調査票を配布し、年明けに回収することについて報告者や調査員

から見直しを求める意見が聞かれたことを踏まえて、調査票の配布も年明けに行うよう変

更することとしている。 

これについては、報告者や調査員の負担等を考慮したものであることから、おおむね適

当と考えるが、報告者による必要かつ十分な報告期間が確保されているか確認する必要が

ある。 

（論点） 

１ 前回調査で報告を求める期間を変更したことに伴い、回収率等において影響がみられ

たのか。 

２ 報告を求める期間の見直しについて、報告者や調査員からは、具体的にどのような意

見が聞かれたのか。 

３ 今回の変更により、報告者による報告期間が従前の約１か月半から約３週間に短縮さ

れることになるが、報告者負担及び回収率への影響等の観点からみて、必要かつ十分な

報告期間となっているか。 

 

（５）集計事項の変更 

集計事項について、調査票の統合・再編、調査事項の追加・削除等に伴う所要の変更を

行う。 

（審査状況） 

調査票の統合・再編、調査事項の追加・削除等に伴い、調査結果として作成される集計

事項（集計表）の追加・削除等を行うこととしている。 

本調査結果から得られる集計事項は、政策課題を検討する上での有用な情報を提供する

とともに、広く統計利用者のニーズにも応えようとするものであること等から、おおむね

適当と考えるが、具体的にどのような集計表が作成され、どのような分析が可能になるの

か、表章区分等は適当か等について確認する必要がある。 

 

（論点） 

１ 調査票の統合・再編、調査事項の追加・削除等に伴い、集計表の表章（様式）は具体

的にどのようになるのか。既存の調査事項の場合は、現行の集計表と変更後の様式のイ

メージとしては、どのようなものになるのか（主要な集計表）。 

２ 作成される集計表については、調査結果の利活用の観点からみて、十分かつ適当なも

のとなっているか。 
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２ 「諮問第48号の答申 漁業センサスの変更及び漁業センサスの指定の変更（名称の変更）

について」（平成25年２月15日付け府総委第15号）における今後の課題への対応状況について 

（１）ＯＣＲ対応調査票の導入に伴う公表早期化の検討 

〔「今後の課題」における記述（抜粋）〕 

今回のＯＣＲ対応調査票の導入により、調査票のデータは、従前の各都道府県における

パンチ入力後に農林水産省に報告する方法から、農林水産省においてデータをＯＣＲによ

り一括入力し、新たに入力データを都道府県にフィードバックし確認してもらう方法に変

更される。 

これに伴う公表の早期化に関し、今回の本調査の集計業務等を行う中で、調査票の回収

後のデータ入力から公表に至るまでの期間が従前と比べ短縮可能かどうかについて検証

し、その結果を踏まえ、次回の本調査（2018年調査）の企画までに、公表の早期化を検討

する必要がある。 

（審査状況） 

   本課題は、前回調査におけるＯＣＲ対応調査票の導入に伴い、調査票の回収後のデータ

入力から公表に至るまでの期間短縮の可能性について検証し、結果公表の早期化について

検討することを求めたものである。 

これを踏まえ、農林水産省は、前回調査における調査票のデータ入力から審査、集計、

公表までの期間短縮の可能性について検証したが、筆圧が弱い調査票や記入例に示す数字

の書き方がなされていない調査票等が散見されたため、機械による読み取り精度が悪く、

審査・修正に時間を要することとなり、公表に至るまでの期間短縮はならなかったとして

いる。 

このため、農林水産省は、今回調査では、引き続きＯＣＲ対応調査票を導入するものの、

調査票の選択項目について、前回の丸印（「○」）を付ける方式から楕円を塗りつぶすマ

ークシート方式に変更（注）することにより、読み取りエラーを縮減し、審査・修正に要す

る時間の短縮を図り、公表の早期化に取り組みたいとしている。 

これについては、前回調査の検証結果を踏まえ、公表の早期化の実現に向けて新たな対

応を図るものであり、一定の評価はできるものの、対応策として十分かつ適切なものとな

っているか等について確認する必要がある。 

  （注）調査票の選択項目の変更例 

   ＜漁業の専業・兼業の状況＞ 

   
 

  （論点） 

１ 前回調査において、筆圧が弱いなどの理由により、器械での読み取りができなかっ

た調査票は、全体のどの程度みられたのか。 

２ 農林水産省がＯＣＲ対応調査票により実施している他の統計調査で、選択項目に丸

印を付ける方式を採用している場合、同様の問題が生じているのか。問題が生じてい

ない場合、何か工夫している点等はあるか。 

また、同様の問題が生じたことを理由として、マークシート方式に変更した他の統

計調査がある場合、調査票の記入状況等に改善効果はみられたか。さらに、マークシ

ート方式を採用する他の統計調査における実施状況等を把握し、今回の変更に活用し
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ている点などあるか。 

３ ＯＣＲ対応調査票を採用している他の統計調査の実施状況も踏まえつつ、公表の早

期化に向けた取組として、今回の対応は、十分かつ適切なものとなっているか。 

 

（２）インターネットを用いた回答方式の利用向上に向けた対応策の検討 

〔「今後の課題」における記述（抜粋）〕 

インターネットを用いた回答方式（以下「オンライン調査」という。）については、前

回（2008年）の本調査の際、事業所を対象とした流通加工調査（魚市場調査票及び冷凍・

冷蔵、水産加工場調査票）において導入されたところであるが、その利用率は１％未満と

いう極めて低い結果となっている。 

 このため、今回の本調査でオンライン調査を実施する際に、利用促進が図られていない

原因の把握を行い、次回の本調査（2018 年調査）の企画までに利用向上に向けた対応策を

検討する必要がある。 

（審査状況） 

本課題は、前々回調査から、魚市場調査票及び冷凍・冷蔵、水産加工場調査票において、

オンライン調査が導入されたものの、オンライン回答の利用率（オンライン回答率）が１％

未満と極めて低かったことから、前回調査でオンライン回答が利用されない原因の把握・

分析を行い、今回調査に向けて所要の対応策を検討することを求めたものである。なお、

前回調査におけるオンライン回答率は1.9％と依然として低い状況となっている。 

これを踏まえ、農林水産省は、前回調査に併せて実施したオンライン利用に関するアン

ケート調査結果を踏まえ、以下の新たな取組を行うことにより、オンライン利用率の更な

る向上を図ることとしている。 

これについては、アンケート調査結果等を踏まえつつ、オンライン回答率の更なる向上

に向けて新たな対応を図るものであり、一定程度の効果は期待できるものの、対応策とし

て十分かつ適切なものとなっているか等について確認する必要がある。 

 

（論点） 

１ オンライン回答率の向上を図るため、前回調査ではどのような取組を行ったのか。

その取組結果について、どのように評価しているか。 

２ 前回調査結果も踏まえ、今年７月に実施した試行調査では、どのような取組を行っ

たのか。その取組結果について、どのように評価しているか。 

３ 前回調査に併せて実施したオンライン利用に関するアンケート調査の結果は、どの

ようになっているか。 

４ 前回調査及び試行調査の結果、アンケート結果等も踏まえ、今回の対応は、オンラ

イン回答率の更なる向上を図る観点からみて、十分かつ適切なものとなっているか。 

 

・ 全ての調査対象に対してオンライン回答用のＩＤ・パスワードを事前送付 

・ 紙媒体の調査票の表紙にオンライン回答が可能である旨を明記 

・ 簡易版のオンラインシステム操作マニュアルの作成・配布  


